
渋谷区職員措置請求及び監査結果 

（新宮下公園の事業用定期借地権設定契約に関する件）

平成３０年８月１７日 

渋谷区監査委員 
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第 1 請求の受付                                

 

 １ 請求人 

 

 渋谷区本町               荒井 桂子ほか３４人 

 

 ２ 請求書の提出 

 

   平成３０年６月２１日提出 

   平成３０年６月２２日に訂正ないし補充書提出 

 

 ３ 請求の内容 

   

   （注１）住民監査請求書は、請求者代理人の電話番号及びＦＡＸ番号を除き、原文

のまま記載した。 

   （注２）事実証明書及び委任状は、省略した。 

 

 

 

渋谷区職員措置請求書 

２０１８（平成３０）年６月２１日 

 

渋谷区監査委員 殿 

 

請求者代理人      久保木 亮 介㊞ 

   同        水 谷 陽 子㊞ 

同        鳥 飼 康 二㊞ 

 

請 求 者 （別紙請求者目録のとおり） 

 

 

請求者代理人 〒 

 

（送達場所） 

 TEL 

          FAX 

 久保木 亮 介 
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 水 谷 陽 子 

 鳥 飼 康 二 

 

         

地方自治法２４２条第１項の規定により、別紙事実証明書を添え、必要な措置を請求す

る。 

なお、同法同条第６項に基づき、別途証拠の提出および陳述の機会を求める。 

 

請求の要旨 

 

１ はじめに 

本件は、２０１７（平成２９）年６月２２日に渋谷区が三井不動産株式会社との間で

締結した、新宮下公園の事業用定期借地権設定契約（甲１、以下「本件契約」という。）

における年額支払地代が正常な支払い賃料に比べ極めて低額であり、「対価なくして」

（地方自治法９６条１項６号、同法２３７条２項）渋谷区の不動産を処分したものであ

ることから、監査委員に対し、渋谷区に対し本件契約の無効確認を求め、適正な地代で

あるかどうかにつき区議会での審議を勧告する等必要な措置をとるよう求める住民監

査請求である。 

 

２ 新宮下公園等整備事業の経過 

２０１４（平成２６）年８月 宮下公園等整備事業プロポーザル提案を公募（甲２）。

三井不動産（甲３）、東急電鉄が応募。 

２０１５（平成２７）年２月 候補事業者を三井不動産とすることを決定。 

２０１５（平成２７）年３月 区議会に「新宮下公園等整備事業に関する基本協定締

結について」（甲４）、「定期借地権の設定について」の議案を提出するが、継続審議（後

に廃案）。 

２０１５（平成２７）年８月３１日、渋谷区の依頼により、 

①株式会社日本総合不動産鑑定「不動産鑑定評価書」（甲５、以下「鑑定１」という。） 

②株式会社ニューシティ・エンタープライズにより「不動産鑑定評価書－１」（甲６、

以下、「鑑定２」という。） 

が作成される。 

２０１５（平成２７）年１２月９日 区議会に再提案された「新宮下公園整備事業に

関する基本協定締結について」、「定期借地権の設定について」が可決される。なお、基

本協定案第７条では、「本件定期借地権の評価額は事業者提案に基づく２３５億２１０

０万円となる」とされた（甲７、区民環境委員会資料）。 

２０１６年９月９日 都市計画審議会に都市計画変更素案を報告 

２０１６年１０月６日 都市計画素案意見交換会（甲８） 
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２０１６年１０月１３日 新宮下公園及び新渋谷駐車場の施設計画説明会（甲９、１

０）。 

２０１６年１１月１日～１１月２２日まで 都市計画原案の公告・総覧・意見書の提

出（甲１１） 

２０１７年１月２０日～２月３日まで 都市計画原案の公告・総覧・意見書の提出（甲

１２） 

２０１７（平成２９）年６月２２日 渋谷区と三井不動産株式会社との間で事業用定

期借地権設定契約が締結される（甲１）。 

本件契約における、前払賃料、年額賃料は下記のとおりである。 

記 

 前払賃料  金４２億６５００万円 

 年額賃料 南敷地の開業日から南敷地の解体着工日の前日まで 

年額金２億６１００万円 

北敷地の開業日から来た敷地の解体着工日まで 

年額金３億４２００万円 

よって、年間の支払賃料は合計６億３００万円となる。 

２０１７（平成２９）年８月 解体工事着手。 

 

３ 本件契約の賃料（年額支払地代）が極めて低額であり「適正な対価」（地方自治法９６

条１項６号、２３７条２項）とはいえないこと 

（１）正常な支払賃料について 

請求者らが入手した、都市鑑定アドバイザー株式会社による「不動産鑑定評価書」（甲

１３、以下「鑑定３」という。）は、価格時点を本件契約が締結された平成２９年６月２

２日とした鑑定評価を行っている。 

鑑定評価額は下記のとおりである（２頁）。 

              記 

年額正常実質賃料（北街区）  ７億７７３４万円 

年額正常実質賃料（南総額）  ５億７０３９万円 

年額正常実質賃料 総額   １３億４７７３万円 

前払賃料等を考慮した正常支払賃料 １１億４７５３万円 

本件契約における年間の支払賃料は、合計６億０３００万円であるから、鑑定３との

差額は５億４４５３万円となる。 

（２）年間５億４千万円以上もの差額が生じる主な理由 

ア 本件契約の賃料は、鑑定１、鑑定２に依拠して設定されている。当方が提出する

鑑定３に比べ年額賃料が５億４千万円以上も低くなっている第１の要因は、鑑定評価条

件が異なるためである。 

鑑定３は、この点を以下のとおり指摘している（甲１３、２４頁）。 

 

「新宮下公園の事業用定期借地権設定に係る地代鑑定評価が、不動産鑑定事務所２社



4 

 

により平成２７年８月３１日付で行われた。渋谷区と三井不動産の事業用定期借地権に

基づく賃貸借契約は、その約２年後の平成２９年６月２２日に締結されている。 

２社とも鑑定評価の条件として下記の内容を前提としている。 

・都市計画で定められた２４３台以上の駐車場台数の確保 

・立体都市公園制度を利用し、建物の屋上部分に都市公園を設置 

・公園利用に考慮して施設の階数は３階を限度 

先例鑑定評価書２件での評価条件の不明点は、「北街区、南街区とも３階建て前提の

商業ビルとしての評価であり、北街区の北側で高層ホテルが建つことは考慮していな

い。」と言うことである。 

渋谷区がＨＰに掲載した平成２８年１０月６日付け「新宮下公園等整備事業都市計画

素案意見交換会」の資料中には、北街区の一番北側部分が都市計画公園から外され、こ

の部分は高層利用ができるイメージパースが記載されている。この部分の高層建物可能

性はかなり以前から予定されていたことが推察できる。 

鑑定評価を行った平成２７年８月３１日時点で既に北街区の北側部分に高層ホテル

（地上１８階建、客室数２４９室）利用が可能であったのであれば、当然その内容を盛

り込んだ評価条件とすべきであるが、現実には３階までの低層利用前提での評価となっ

ている。」（引用終わり） 

 

以上の引用のうち、北街区北側部分の「高層建物可能性はかなり以前から予定されて

いた」との点について補足すると、三井不動産の提案（甲３）では当初から北街区北側

部分の高層化が示されているので、渋谷区が候補事業者として三井不動産を選んだ当初

から（つまり鑑定１、鑑定２が実施される以前から）、高層化は当然の前提となっていた。 

鑑定１、鑑定２は、３階建ての商業ビルのみが建てられる前提で評価が行われている

が、根拠がなく不自然な鑑定となっている。 

イ 賃料が異常に低く設定された第２の要因は、鑑定１、鑑定２の価格時点（２０１

５年７月１日）から、本件契約が締結される２０１７年６月２２日までの約２年の間に

地価が上昇しているためである。 

たとえば、鑑定３に添付された平成２７年、平成２９年の正面路線価で見ると、２年

間の間に約２５％上昇している。 

これだけの顕著な地価の上昇があれば、定期借地権設定契約の締結に先立って、時点

修正を行い適正な賃料での契約締結を三井不動産に求めるべきであるが、渋谷区は時点

修正を行わないまま本件契約に進んだのである。 

ウ その他 

鑑定１、鑑定２にはその他にも様々な問題点があるが、その点は別途陳述の機会に述

べることとする。 

（３）渋谷区は故意に低い賃料を設定し、区議会の議決を欠いたまま、宮下公園敷地

を三井不動産に差し出した 

以上に指摘した、北街区北側部分の高層化を前提としない鑑定となっていること、鑑

定から本件契約締結直前までの約２年間に地価が大きく上昇していることを、渋谷区
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（現区長）は当然に認識していた。 

その上で、故意に低い賃料を設定して、区の財産である宮下公園敷地を三井不動産に

差し出したと判断せざるを得ない。 

地方自治法は「適正な対価なくして」譲渡したり貸したりするには議会の議決が必要

と定めている（９６条１項６号、２３７条２項）。法は、特定の者の利益のために財政の

運営がゆがめられないよう、議会の審議と判断にこれを委ねているのである。 

本件契約における賃料が「適正な対価」といえないことは、上述に指摘した諸事実か

ら明白であり、議会の議決を欠いた本件契約は無効である。 

 

４ 結論 

そこで、請求者らは監査委員に対し、渋谷区に対し本件契約の無効確認を求め、適正

な地代であるかどうかにつき区議会での審議を勧告する等必要な措置をとるよう求め

るものである。 

監査委員による精査を希望する。 

以 上 

 

（別紙事実証明書） 

甲第１号証  事業用定期借地権設定契約公正証書 

甲第２号証  宮下公園等整備事業に関する公募型プロポーザル実施要項概要 

甲第３号証  新宮下公園等整備事業 イメージパース 

甲第４号証  新宮下公園等整備事業に関する基本協定締結について 

甲第５号証  不動産鑑定評価書 

甲第６号証  不動産鑑定評価書－１ 

甲第７号証  区民環境委員会資料 

甲第８号証  新宮下公園等整備事業都市計画素案 意見交換会 

甲第９号証  新宮下公園及び新渋谷駐車場 施設計画 

甲第１０号証 新宮下公園及び新渋谷駐車場の施設計画説明会 議事要旨 

甲第１１号証 都市計画原案に対する意見書の要旨及び回答 

（平成２８年１１月１日～１１月２２日まで総覧） 

甲第１２号証 都市計画原案に対する意見書の要旨及び回答 

（平成２９年１月２０日～２月３日まで総覧） 

甲第１３号証 不動産鑑定評価書 

 

 

請求者目録 

〒151-0071 東京都渋谷区本町 

請求者  荒 井 桂 子 

〒151-0071 東京都渋谷区本町 

請求者  荒 井   融 
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〒151-0051 東京都渋谷区千駄ヶ谷 

請求者  井 上 雅 子 

〒150-0032 東京都渋谷区鴬谷町 

請求者  伊 藤 栄 江 

〒150-0032 東京都渋谷区鴬谷町 

請求者  伊 藤 広 幸 

〒151-0072 東京都渋谷区幡ヶ谷 

請求者  石 垣 京 子 

〒151-0072 東京都渋谷区幡ヶ谷 

請求者  市 原 顯 彰 

〒151-0071 東京都渋谷区本町 

請求者  江 口   良 

〒151-0072 東京都渋谷区幡ヶ谷 

請求者  大 井 一 雄 

〒151-0072 東京都渋谷区幡ヶ谷 

請求者  大 井 安 子 

〒151-0051 東京都渋谷区千駄ヶ谷 

請求者  大 島 きみ代 

〒150-0021 東京都渋谷区恵比寿西 

請求者  加 藤 行 夫 

〒151-0071 東京都渋谷区本町 

請求者  片 野 秀 男 

〒151-0071 東京都渋谷区本町 

請求者  勝 山 盛 央 

〒151-0053 東京都渋谷区代々木 

請求者  金 子 ますみ 

〒151-0061 東京都渋谷区初台 

請求者  河 田 光 博 

〒151-0051 東京都渋谷区千駄ヶ谷 

請求者  久保田 路 恵 

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前 

請求者  楠 原 熱 生 

〒150-0012 東京都渋谷区広尾 

請求者  黒 田 英 彰 

〒151-0072 東京都渋谷区幡ヶ谷 

請求者  櫻 井 耕 恵 

〒151-0072 東京都渋谷区幡ヶ谷 

請求者  櫻 井 悌 子 

〒151-0053 東京都渋谷区代々木 
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請求者  島 先 智鶴子 

〒150-0021 東京都渋谷区恵比寿西 

請求者  新 保 久美子 

〒151-0066 東京都渋谷区西原 

請求者  鈴 木 廣 子 

〒151-0071 東京都渋谷区本町 

請求者  田 中   炎 

〒151-0072 東京都渋谷区幡ヶ谷 

請求者  田 村 雅 子 

〒151-0064 東京都渋谷区上原 

請求者  高 木 武 良 

〒151-0071 東京都渋谷区本町 

請求者  豊 久 安 世 

〒151-0063 東京都渋谷区富ヶ谷 

請求者  野 口 照 一 

〒151-0071 東京都渋谷区本町 

請求者  野 久 松 代 

〒151-0073 東京都渋谷区笹塚 

請求者  服 部 典 子 

〒151-0061 東京都渋谷区初台 

請求者  福 井 典 子 

〒151-0071 東京都渋谷区本町 

請求者  柳 原 則 夫 

〒151-0061 東京都渋谷区初台 

請求者  渡 部 武 雄 

 

 

 

 

 

渋谷区職員措置請求書に対する訂正ないし補充書 

２０１８（平成３０）年６月２２日 

 

渋谷区監査委員 殿 

 

請求者代理人      久保木 亮 介㊞ 

   同        水 谷 陽 子㊞ 

同        鳥 飼 康 二㊞ 
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２０１８（平成３０）年６月２１日に提出しました渋谷区職員措置請求書（第１１号）

について、下記の部分を訂正ないし補充いたします。 

 

記 

 

２ページ３行目 誤「渋谷区が」 正「渋谷区長が」 

同   ８行目 誤「渋谷区長に対し」 

        正「渋谷区長その他の職員や三井不動産株式会社に対し」 

同   ８行目 誤「適正な地代であるかどうかにつき区議会での審議を勧告する等必要

な措置をとるよう求める」 

        正「渋谷区の被った損害を補填するために必要な措置をとるよう勧告す

ることを求める」 

３ページ１３行目 誤「渋谷区と」 正「渋谷区長と」 

同   １８行目 誤「南敷地の」 正「南施設の」 

同   ２０行目 誤「敷地の」 正「施設の」 

６ページ２行目 誤「渋谷区は」 正「渋谷区長は」 

同   ６行目 誤「渋谷区は」 正「渋谷区長は」 

同   １０行目 誤「渋谷区（現区長）は」 正「渋谷区長は」 

同   ２０行目 誤「渋谷区に対し」 誤「渋谷区長その他の職員や三井不動産株式会

社に対し」 

同   ２１行目 誤「適正な地代であるかどうかにつき区議会での審議を勧告する等必

要な措置をとるよう求める」 

         正「渋谷区の被った損害を補填するために必要な措置をとるよう勧告

することを求める」 

 

以上 

 

 

 

４ 請求の要件審査 

 

本件監査請求については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条所定の

要件を具備しているものと認めた。 

 

 

第２ 監査の実施 

 

１ 監査対象事項 
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本件監査請求は、渋谷区長（以下「区長」という。）が、平成２９年６月２２日に締

結した新宮下公園の事業用定期借地権設定契約（以下「本件契約」という。）における

年額支払地代が正常な支払賃料に比べて極めて低額であり、適正な対価なくして不動

産を処分したものであることから、本件契約の無効確認を求め、渋谷区（以下、「区」

という。）の被った損害を補填するために必要な措置をとるよう勧告するよう求めてい

る。 

 

以上により、監査対象事項は次のとおりとした。 

 

（１）本件契約における年額支払賃料は適正な金額であるか。 

（２）本件契約における賃料は、故意に低い賃料を設定し、議会の議決を欠いた本

件契約は無効であるか。 

 

２ 監査対象部 

 

総務部、都市整備部、土木部 

 

３ 証拠の提出及び陳述 

 

請求人に対し、地方自治法第２４２条第６項の規定に基づき、証拠の提出及び陳述の

機会を与えた。 

 

（１）新たな証拠の提出 

平成３０年７月１７日に３件（甲第１４号証～第１６号証）の提出があった。 

 

（２）陳述 

平成３０年７月１８日に陳述を行い、本件請求に係る以下の問題点を述べ、本件

請求の趣旨を補足した。 

 

ア 土地代を算定する際に、特に南街区を極めて低額に見積もっていることは極

めて疑問である。（甲５・鑑定１の２１頁参照） 

明治通りへの接道が弱いというだけで、４０％も差し引く根拠が不明である。

実際には、渋谷駅の自転車置き場になっているところから出入りできるように

なり、商業性では北街区よりも上回るというのが、不動産業者の常識的な見方

である。 

 

イ 上記とは別に、都市計画法による基準容積率の制限による減価（鑑定１の１

９～２０頁参照）とは別に、「様々な制限がある」ことによる減価率を南北とも

３５％としている（鑑定１の２０頁参照）が、「様々な制限」というだけで、な
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ぜ３５％も原価となるのか、具体的根拠が何ら示されていない。 

 

ウ 維持管理費についても年間賃料の３２．７％が維持管理にかかるとされるだ

けで（鑑定１の２５頁参照）、その根拠が示されていない。 

一般に商業ビルの建物管理費は高くても賃料収入の１０％程度の筈であり、

３２．７％というのは異常である。 

鑑定２（甲６）も都市公園法による制限を根拠に３５％減価するなど、鑑定

１と類似の問題点・疑問点がある。 

 

 

４ 監査対象部の見解 

 

監査対象部である総務部、都市整備部及び土木部の本件監査請求に関する見解の要旨

は、次のとおりである。 

 

（１）総務部 

ア 新宮下公園等整備事業における区議会との関係について 

総務部総務課では、渋谷区組織規則（昭和４０年渋谷区規則第１７号）第１１条

の規定により、区議会及び行政委員会との連絡調整に関する事務を分掌しています。 

本件新宮下公園整備事業に関しては、土木清掃部緑と水・公園課（当時）におい

て平成２７年第１回定例会及び同年第４回定例会への議案提出の決定を得た案件

について、それぞれ区議会議長宛て送付しました。 

当該議案のうち平成２７年第４回定例会への同議案提出により、区民環境委員会

に付託ののち本会議における可決を受け、区議会議長から送付された議決謄本を所

管部である土木清掃部緑と水・公園課（当時）宛て送付しました。 

本件については、区民環境委員会においてその内容を慎重に審査の上、本会議に

おいて可決されており、必要かつ適正な手続を経て議決を得たものと理解していま

す。 

 

（２）都市整備部 

ア 新宮下公園等整備事業における都市計画法等に基づく手続きについて 

都市計画の「素案」、「原案」、「案」と段階的に進める「都市計画案の作成」・「都

市計画の決定」に際しては、より透明かつ明確な手続きとして、「意見交換会の開

催」、「公告・縦覧」、「意見書の提出」、「都市計画審議会付議」などの手続きが都市

計画法及び渋谷区まちづくり条例に定められています。 

緑と水・公園課にて新宮下公園等整備事業に関する都市計画素案が作成されたこ

とに伴い、平成２８年度から都市計画法及び渋谷区まちづくり条例に基づき、東京

都市計画公園第８・３・３２号宮下公園、東京都市計画駐車場第２７号宮下駐車場・

東京都市計画道路幹線街路環状線第５の１号線に関する都市計画の変更手続きを
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実施しました。 

 

（３）土木部 

ア 新宮下公園整備事業に関する経緯 

（ア）新宮下公園整備事業を行う理由について 

宮下公園はＪＲ山手線と明治通りに囲まれた細長い公園であり、公園は隣接する

ＪＲ山手線とほぼ同じ高さに整備されており、下階の一階部分については駐車場と

して利用されていた。昭和２８年に開設された宮下公園は、昭和４１年に１階部分

に駐車場を備えた立体型都市公園として整備され、平成２３年にはフットサルコー

トやスケートボード場、クライミングウォール、エレベーターの設置など改修工事

が施されたものの、大規模改修は行われておらず、構造や設備の老朽化が進んでお

り、また、耐震上の問題もあった。これらの問題は、公園に植えてある樹々の成長

により一段と悪化しており、抜本的な解決が求められていた。このことは、平成２

５年第４回区議会定例会において、区長が所信表明の中で、宮下公園の老朽化につ

いて触れ、その解決を目的とした整備の必要性に言及している。 

（イ）事務手続きについて 

平成２６年第２回区議会定例会に「宮下公園及び渋谷駐車場整備事業者検討会経

費」について補正予算の議案を提出。平成２６年６月２０日開催の都市環境委員会

の審議を経ての補正予算（７６万８千円）同議案が可決された。 

この補正予算により、平成２６年７月には、「宮下公園等整備事業検討会」を設

置。宮下公園等整備に関して①整備事業者選定に関すること、②基本協定の策定に

関すること、③その他宮下公園等整備事業に関して必要な事項に関すること、など

の検討を行うため、などを目的とした。委員は、土木清掃部長（当時）や渋谷駅周

辺整備担当部長（当時）の他、さまざまな分野の有識者を加えた構成とした。 

その後、平成２６年７月８日開催の第１回検討会から平成２７年２月１９日開催

の第７回検討会までの間、さまざまな視点から検討を重ね、宮下公園の整備に当た

る候補事業者及び次点者の選定を行い、区へ答申した。 

（ウ）事業者の選定について 

平成２６年７月８日 第１回宮下公園等整備事業検討会において、公募型プロポ

ーザル実施要項の検討を行い、①宮下公園等整備事業に関する公募型プロポーザル

実施要項（案）、②宮下公園等整備事業に関する公募型プロポーザル実施要項（案）

概要、③宮下公園等整備事業検討会の設置要綱、を作成した。 

平成２６年８月１日から平成２６年８月２２日まで宮下公園等整備事業に関す

る公募型プロポーザル（ＰＰＰ事業）募集要項を配布し、当該事業に関する質問を

受け付けた。 

その後、質問を提出した企業を含む１１社に対して質問の回答を行った。 

平成２６年９月１１日に開催した第２回宮下公園等整備事業検討会において、応

募事業者が２社であったことから、当該２社に対して第一次審査を実施することに

した。 
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第一次審査の内容は、応募事業者が本事業を実施するにあたり、十分に対応する

ことができる財務状況を有するかどうかを審査した。 

・審査は、企業の安全性と収益性、資金管理の三つの視点から審査する。 

・企業の安全性は、自己資本比率について評価する。 

・企業の収益性は、自己資本経常利益率について評価する。 

・企業の資金管理については、フリーキャッシュフローについて評価する。 

・上記三つの評価視点から総合的に評価を行い、第一次審査通過事業者を決定す

る。 

審査の結果、応募事業者２社は、財務状況には問題ないため、第一次審査を通過

とした。 

平成２６年１０月２９日に開催した第３回宮下公園等整備事業検討会において

は、第一次審査を通過した応募事業者からの事業提案の審査を実施したが、応募事

業者２社の提案は本事業における適正はあるが、提案内容が大きく異なるため、第

二次審査を通過とし、第三次審査として、プレゼンテーションを実施することにし

た。 

平成２６年１１月２６日に開催した第４回宮下公園等整備事業検討会において

は、応募事業者のプレゼンテーションを実施した。その後、平成２６年１２月１９

日に開催された第５回宮下公園等整備事業検討会、平成２７年２月１０日開催され

た第６回宮下公園等整備事業検討会において、候補事業者及び次点者の選定につい

て検討を進めたが、第三次審査における応募事業者の提案内容が対極的であり、課

題が多いとの評価がなされ、候補事業者及び次点者の選定に至らなかった。 

このため、宮下公園等整備事業に関する公募型プロポーザル実施要項における提

案の基本条件に具体的な条件を付加して、再提案及びプレゼンテーションを求める

こととした。 

付加した具体的な条件は、①公園利用に考慮して施設の階数は３階を限度とする

こと、②周辺への回遊性に配慮した設計とすること、③公園機能を確保すること（多

目的広場、憩い空間、運動施設など）、④都市のオアシスとして都市公園を主体と

した施設とすること、である。 

再提案の提出期限は、平成２７年２月３日、プレゼンテーションは、平成２７年

２月１０日に実施した。 

平成２７年２月１９日に第７回宮下公園等整備事業検討会が開催され、再度、候

補事業者及び次点者の選定について検討が行われ、三井不動産株式会社（以下、「本

件事業者」という。）を候補事業者、他社を次点者に選定した。 

本件事業者を候補事業者として選定した具体的な理由は、 

・キャノピーをはじめとして、施設全体が強いインパクトを持つ。 

・渋谷駅方面と原宿駅方面から公園へのアプローチが優れており、人を迎えよう

とする魅力が作られている。 

・施設の要所に吹き抜けを配置することによって、施設内から公園を感じること

ができ、施設と公園が一体的に感じることができる。 
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・店舗等、といった渋谷の多様性に寄与する施設である。 

・定期借地権の期間が３０年と比較的短い。 

・公園と商業施設の一体感がある。 

 

イ 区が行った不動産鑑定について 

（ア）不動産鑑定事業者の選定について 

その後、第１回区議会定例会に基本協定の締結及び定期借地権の設定の議案を提

出したが、地域への説明や不動産鑑定評価等がなされていない拙速な対応であると

いうことで継続審議となっていた。このため、区議会に本件に関する議案を再度提

出するに当たり、本件事業者の提案内容に関する不動産鑑定評価を行う必要が生じ

た。不動産鑑定評価の業務については、渋谷区契約事務規則第４条第１項に該当す

るため、緑と水・公園課において業務委託契約の処理を行った。 

新宮下公園等整備事業はＰＰＰ事業であり、公共用地における取引であるため、

正常な取引価格をもって施行されなければならない。正常な価格を求めるためには、

取引事例地及び公示地等の土地評価額を比較考量して、説得力のある土地価格を算

定する必要がある。 

不動産鑑定委託については、公共財としての性格を有する土地等の適正な価格の

形成に資することを目的とした「不動産の鑑定評価に関する法律」に基づく不動産

鑑定士の資格制度がある。このことから対象地の評価に当たっては、不動産鑑定士

の鑑定を得て土地価格の検証を行うことが適当であり、提案内容の妥当性の確認に

当たり、複数の不動産鑑定士から随意契約により鑑定を徴することとした。 

鑑定の実施時期等については、平成２７年７月１７日に、２社と契約を締結し、

平成２７年８月３１日付けで不動産鑑定評価書が提出された。 

（イ）鑑定の前提条件について 

鑑定の前提条件として、以下のとおりである。 

・鑑定の目的 

新宮下公園等整備事業に係る事業用定期借地権（借地借家法第２３条）を設定

する土地賃貸借に係る適正な賃料（地代）を決定するに当たり、参考とするため。 

・評価対象地 

渋谷区神宮前六丁目２０番（北側） 登記簿 ４，５５１㎡ 

渋谷区渋谷一丁目２６番２（南側） 登記簿 ６，０４１㎡ 

・事業用定期借地権設定に係る計画建物の概要 

北側（神宮前六丁目２０番） 

鉄骨造地下１階付３階建、店舗、駐車場(注)、公園(屋上部分) (注) 

南側（渋谷一丁目２６番２） 

鉄骨造地３階建、店舗、駐車場(注)、公園(屋上部分) (注) 

（注）：プロポーザルの条件に基づき評価条件又は評価に織り込む 

① 都市計画で定められた２４３台以上の駐車台数の確保 

② 立体都市公園制度を利用し、建物の屋上部分に都市公園を設置 
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③ 公園利用に考慮して施設の階数は３階を限度 

・鑑定評価決定の基準となる年月日 

平成２７年７月１日 

・鑑定評価によって求めるべき価格 

鑑定価格によって求めるべき価格は、次の各号に掲げる条件を満たした価格

とすること。 

① 評価対象地の正常価格であること。 

② 地価公示法による公示価格を基準とし相互の関連を明らかにした価格で

あること。 

③ 駐車場及び公園に関する部分を除いた価格であること。 

④ ３０年の事業用定期借地契約を締結する場合の年額の支払地代に相当す

る価格であること。 

上記不動産鑑定の前提条件、特に施設の階数は、公園の利用を考慮して３階を限

度としており、不動産鑑定の委託契約は、平成２７年７月１７日付けであった。 

平成２６年１０月２９日に開催された第３回宮下公園等整備検討会での本件事

業者による提案は、公園部分を３階に配置するとともに、付帯提案施設として宿泊

施設（２００室程度）北側に配置したものとなっていた。 

しかし、平成２６年１０月２９日の本件事業者提案の時点で、付帯施設として宿

泊施設が提案されていることから、平成２７年７月１７日付けの不動産鑑定委託契

約の鑑定条件に宿泊施設を加えることも考えられるが、契約を締結した時点では対

象となる土地に、宿泊施設を建設することが（都市計画の変更決定等を含めて）困

難であると考えていたため、あえて鑑定条件に加えなかった。 

（ウ）北街区の宿泊施設について 

本件事業者を候補事業者として選定した当初、宿泊施設の一部（３階屋上と同レ

ベルの部分）は、都市公園の屋根付き広場と位置づけていたが、国土交通省はこれ

を認められないとの見解を示していた。屋根付き広場を都市公園から外すと、公園

面積が減少するため、実現は困難であることから、鑑定に当たっては３階建て商業

施設部分のみに不動産鑑定を行い、宿泊施設の評価を見送ることとした。しかし、

その後の東京都下水道局との協議の中で隣接する下水道用地の使用許可が得られ

る見通しが立った。下水道用地を新たに公園区域に組み入れることで、公園面積が

減少しない計画が出来、宿泊施設部分を公園区域から外すことが可能となった。区

が不動産鑑定士に依頼して得た鑑定評価書にある鑑定評価の基本的な事項や分析

を参考とし、本件事業者提案であるところの宿泊施設について追加の評価を行った。

よって、区で評価した宿泊施設の額は３０億３０００万円となり、これを不動産鑑

定士が鑑定した三階建て商業施設部分の額１８５億３２００万円に追加し、合計額

２１５億６２００万円を、結果として区の借地評価額としている。 

 

ウ 事業用定期借地権設定契約について 

新宮下公園等整備事業に係る事業用定期借地権設定については、区と本件事業者
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との間で協議が整ったため、平成２９年６月２２日付けで区と本件事業者による事

業用定期借地権設定合意書を締結した。 

事業用定期借地権設定合意の目的は、平成２７年１２月１６日付けの「新宮下公

園等整備事業に関する基本協定」に基づき、新宮下公園及び新渋谷駐車場の整備事

業並びに事業用施設の一体的整備に係る事業の実施を目的として、区が所有する本

件土地について、借地借家法第２３条第１項に定める事業用定期借地権を設定する

ものである。 

土地の所在地は、南側に位置する南敷地は東京都渋谷区渋谷一丁目２６番２、北

側に位置する北敷地は神宮前六丁目２０番となり、それぞれの土地の面積は、南敷

地が６，０４１㎡、北敷地が４，５５１㎡である。 

次に、本件借地権の存続期間は、定期借地権設定合意の締結日の翌日である平成

２９年６月２３日から開始し３４年１０カ月の間となる。 

本件土地の賃料は、前払賃料として４２億６５００万円となっており、これは公

園及び駐車場等を整備の上、区に譲渡されることをもって貸付料を対価として充て

ることになる。 

年額賃料は、南敷地について、既存建築物の解体工事着工日から南施設の開業の

前日までが年額８７００万円、南施設の開業日から南施設の解体工事着工日の前日

までが年額２億６１００万円、南施設の解体着工日から存続期間満了日までが年額

８７００万円である。北敷地については、既存建築物の解体工事着工日から北施設

の開業日の前日までが年額１億１４００万円、北施設の開業日から北敷地の解体着

工日の前日までが年額３億４２００万円、北施設の解体着工日から存続期間満了日

までが年額１億１４００万円となる。 

合意締結日については、平成２９年６月２２日である。 

 

エ 区議会に対する対応について 

（ア）議案提出の目的及び議決までの経緯 

新宮下公園等整備事業は、「緑と水の空間軸の形成」、「地域の賑わい創出」及び

「公園機能の確保」等を目的として、東京オリンピック・パラリンピック開催の前

年度の平成３１年度中に竣工するよう、老朽化した宮下公園及び渋谷駐車場と事業

用施設を一体的な整備を予定したものである。また、本事業は民間の資金や技術、

ノウハウを活用するＰＰＰ事業で推進するにあたり、区がプロポーザル方式により

決定した候補事業者と新宮下公園等整備事業に関する基本協定の締結及び定期借

地権の設定を行うものである。そのため、民間の資金活用や基本協定の締結にあた

り、地方自治法の精神にのっとり進めるため制定した「議会の議決に関する条例第

２項及び第３項」に基づき議案として提出したものである。 

区は候補事業者決定後、「基本協定の締結」及び「定期借地権の設定」について

議案として平成２７年第１回区議会定例会へ議案を提出し、平成２７年３月１３日

区民環境委員会に説明したが、継続審議となり、区議会の改選に伴い、「審議未了」、

「廃案」となった。その後、地域の皆様から「あまりにも拙速すぎる。」「地元説明
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が不十分である。」「ホテル建設の合法性があいまいである。」「土地鑑定がされてい

ない。」との意見があったことから、これらへの対応を行い、平成２７年７月９日

区民環境委員会に地元意見を参考とした計画案作成に向けた検討状況について中

間報告により進捗状況の理解を得た。 

その後、複数回にわたり地域への説明を丁寧に行い、本件事業者提案の修正案を

まとめ、地域において理解が得られたため、新宮下公園等整備事業に関する基本協

定の締結について平成２７年第４回定例会に議案を提出し、平成２７年１２月１日

区民環境委員会の審議を経て議決に至っている。 

また、その後本件事業者との協議を進め、平成２９年６月２２日に事業用定期借

地権設定合意書を策定した。平成２９年１０月３日、区民環境委員会に三井不動産

株式会社との事業用定期借地権設定合意書について報告している。 

（イ）評価額決定に至る説明について 

不動産鑑定及び貸付料の議会に対する説明内容としては、新宮下公園等整備事業

に関する基本協定の締結及び定期借地権の設定について、平成２７年１２月１日の

区民環境委員会に説明している。 

以下の内容が説明概要である。 

定期借地権の借地評価額は、本件事業者の提案の価額２３５億２１００万円とし、

貸付料の詳細は、定期借地契約で定めるものとしている。ただし、土地建物価格の

高騰その他の経済情勢の変動があった場合は、区及び本件事業者は、貸付料の改定

につき協議を申し入れることができるとしている。 

区では、都市計画施設（公園、駐車場）を設置し、３階を限度とした商業施設を

整備するということで、不動産鑑定評価委託を行った結果、１８５億３２００万円

という結果が出た。今後、都市計画公園の区域が変更決定され、付帯提案にある宿

泊施設の建設が可能となった場合については、区が不動産鑑定書を参考に付帯提案

の評価額として示した額３０億３０００万円を加え２１５億６２００万円が区で

算定した借地評価額となる。 

本件事業者提案額は提案時における提案内容として、運営期間３０年間、宿泊施

設込みで６億３００万円が年当たりの貸付料とし、工事期間については解体工事期

間や建設期間は、運営期間の年当たり３分の１の額を計上している。これらを加え、

１９２億５６００万円となる。さらに、貸付料の対価として区の施設（公園、駐車

場等）を整備すると４２億６５００万円となり、これらを加えると２３５億２１０

０万円となる。これらより、区の鑑定額よりも本件事業者提案額が上回っている結

果から借地評価額２３５億２１００万円を評価額として決定した。 

区は前述の通り、不動産鑑定会社２社による鑑定結果を得ている。不動産鑑定評

価書には、格差率や減価率等積算根拠が記載されており、その内容は実情に即した

ものであり、適正であると認められることから、これを根拠とした区の算定額２１

５億６２００万円も適正な額として区民環境委員会へ報告している。 
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５ 事実の確認 

 

関係書類の調査により、次の事実を確認した。 

 

（１）新宮下公園等整備事業に関する経緯について 

 

平成２６年 ７月 ３日 宮下公園整備事業検討会の設置（原議） 

同月 ８日 第１回宮下公園等整備事業検討会開催 

・宮下公園等整備事業に関する公募型プロポーザル実施 

要項について 

同月２９日 宮下公園等整備事業に関する公募型プロポーザル実施 

決定 

・募集スケジュールの決定 

・募集要項の決定 

同年 ８月 １日 宮下公園等整備事業プロポーザルの募集要項の配布 

同月２５日 「公募要項等に関する質問書」の供覧（原議） 

同月２７日 「公募要項等に関する質問書」の回答（原議） 

同年 ９月１１日 第２回宮下公園等整備事業検討会開催 

・応募事業者について（２社が応募） 

・第一次審査について（企業の安全性と収益性、資金管 

理の視点から審査を行う） 

・財務状況は問題なく、２社は第一次審査を通過 

同月１２日 第一次審査の結果発表及び提案書、図面集等の提出（通 

知） 

同年１０月２９日 第３回宮下公園等整備事業検討会開催 

・応募事業者の事業提案について 

・第二次審査について（２社の提案は本事業において適 

正であるが、提案内容が大きく異なるため、第二次審査 

を通過とし、プレゼンテーションを実施） 

同日 第二次審査の結果発表及び第３次審査について（通知） 

同年１１月２６日 第４回宮下公園等整備事業検討会開催 

・応募事業者のプレゼンテーション実施 

同年１２月１９日 第５回宮下公園等整備事業検討会開催 

・候補事業者及び次点者の選定について（提案内容が対 

極的であり、課題が多いとの評価で、選定に至らなかっ 

た） 

平成２７年 １月２２日 第三次審査の追加審査について（通知） 

（付加条件） 

・公園利用に考慮して施設の階数は３階を限度 
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・周辺への回遊性に考慮した設計 

・公園機能の確保（多目的広場、憩い空間、運動施設等） 

・都市のオアシスとして都市公園を主体とした施設 

同月２３日 宮下公園等整備事業検討会に関する有識者の追加 

同年 ２月１０日 第６回宮下公園整備事業検討会開催 

・応募事業者のプレゼンテーション実施 

同年 ２月１７日 宮下公園等整備事業に関する公募型プロポーザル（ＰＰ 

Ｐ事業）における候補事業者及び次点者の選定について 

（原議） 

同年 ２月１８日 宮下公園等整備事業に関する公募型プロポーザル（ＰＰ 

Ｐ事業）における提案の決定について（原議） 

同年 ２月１９日 第７回宮下公園等整備事業検討会開催 

・候補事業者及び次点者の選定について報告 

同年 ３月    区議会に「新宮下公園等整備事業に関する基本協定締結 

について」「定期借地権の設定について」の議案を提出、 

継続審議区議会の改選に伴い、審議未了・廃案 

同年 ８月３１日 不動産鑑定会社２社による「不動産鑑定評価書」が提出 

同年１２月 ９日  区議会において、「新宮下公園等整備事業に関する基本 

協定締結について」「定期借地権の設定について」の議案 

が可決 

平成２８年 ９月 ９日 第１１８回渋谷区都市計画審議会開催（新宮下公園等整 

備事業にかかる都市計画変更素案を報告） 

同年１０月 ６日 緑と水・公園課において新宮下公園等整備事業にかかわ 

る都市計画素案意見交換会を開催 

同月２８日 緑と水・公園課より新宮下公園等整備事業に関する都市 

計画原案の公告・縦覧、意見書の提出についての依頼を 

都市計画課が収受 

同日 第１１９回渋谷区都市計画審議会開催（新宮下公園等整 

備事業にかかわる都市計画変更の原案の報告） 

同年１１月 １日 渋谷区公告第１６８号にて公告 

縦覧期間１１月１日から１１月２２日 

同年１２月１６日 第１２０回渋谷区都市計画審議会開催（都市計画変更原 

案に対する意見書の要旨及び回答書の報告） 

平成２９年 １月１９日 緑と水・公園課より新宮下公園等整備事業に関する都市 

計画案の公告・縦覧、意見書の提出についての依頼を都 

市計画課が収受 

同月２０日 渋谷区公告第１３号にて公告 

縦覧期間１月２０日から２月３日 

同年 ２月 ６日 緑と水・公園課より新宮下公園等整備事業に関する都市 
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計画案の渋谷区都市計画審議会の諮問についての依頼 

を都市計画課が収受 

同月１７日 渋都都発第２００号にて渋谷区都市計画審議会会長あ 

てに諮問の依頼 

同日 第１２１回渋谷区都市計画審議会開催（新宮下公園等整 

備事業について諮問、次回継続審議） 

同年  ４月 ７日 第１２２回渋谷区都市計画審議会開催（諮問継続審議 

となった新宮下公園等整備事業に関する都市計画変更 

案の答申） 

同月２６日 答申結果に基づく決定により、渋谷区告示第１１９号、 

第１２０号、第１２１号にて東京都市計画公園・東京都 

市計画駐車場・東京都市計画道路の変更に関し告示 

同年 ６月２２日 区と本件事業者との間で事業用定期借地権設定契 

約が締結 

同年 ８月    解体工事着手 

 

 

第３ 監査の結果 

 

１ 判断 

 

 本件監査請求については、合議により、次のとおり決定した。 

 「監査対象事項」については、理由がないものと認め、いずれも棄却する。 

 

２ 判断理由 

   

（１）「監査対象事項（１）」について 

請求人ら（以下、「請求人」という。）は、平成２９年６月２２日に区長が締結し

た、本件契約の年額支払地代が極めて低額であり、請求人が入手した「不動産鑑

定評価書」（甲第１３号証）では、前払い賃料等を考慮した正常支払賃料は１１億

４７５３万円であり、本件契約の年間支払賃料は年間５億４０００万円以上も低

くなっている。 

請求人は、本件契約における年額支払賃料は適正な金額とはいえない理由を以

下のとおり主張する。 

第一の要因として、本件事業者の提案では当初から北街区北側部分の高層化が

示されているが、区が行った不動産鑑定では、３階建ての商業ビルのみが建てら

れる前提で評価が行われていて、根拠がなく不自然な鑑定となっているとしてい

る。 

このような主張に対して、区が平成２７年７月１７日付けで委託契約を行った
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不動産鑑定の鑑定条件として、特に施設の階数は、公園の利用を考慮して三階を

限度としており、平成２６年１０月２９日の候補事業者の提案時点で、公園部分

を３階に配置するとともに、付帯提案施設として宿泊施設（２００室程度）を北

側に配置することとされていた。しかしながら区では、本件事業者を候補事業者

として選定した当初、宿泊施設の一部（３階屋上と同レベルの部分）は、都市公

園の屋根付き広場と位置づけていたが、国土交通省はこれを認められないとの見

解を示していた。屋根付き広場を都市公園から外すと、公園面積が減少するため、

実現は困難であることから、鑑定に当たっては３階建て商業施設部分のみに不動

産鑑定を行い、宿泊施設の評価を見送ることとした。 

しかし、その後の東京都下水道局との協議の中で隣接する下水道用地の使用許

可が得られる見通しが立った。下水道用地を新たに公園区域に組み入れることで、

公園面積が減少しない計画が出来、宿泊施設部分を公園区域から外すことが可能

となった。 

区が不動産鑑定士に依頼して得た鑑定評価書にある鑑定評価の基本的な事項や

分析を参考とし、本件事業者提案であるところの宿泊施設について追加の評価を

行った。よって、区で評価した宿泊施設の額は３０億３０００万円となり、これ

を不動産鑑定士が鑑定した３階建て商業施設部分の額１８５億３２００万円に追

加し、合計額２１５億６２００万円を、結果として区の借地評価額としている。 

このことは、平成２７年第４回区議会定例会に議案として「議案第６７号 新

宮下公園等整備事業に関する基本協定締結について」、「議案第６８号 定期借地

権の設定について」が提出され、両議案の審査を行った平成２７年１２月１日開

催の区民環境委員会資料（甲第７号証と同一）には、事業用施設として、商業施

設（地上１階から地上３階）のほか宿泊施設（２００室程度）を整備し、必要な

資金調達は本件事業者が行うことが記述されている。また、定期借地権の借地評

価額として、区は、都市計画（公園、駐車場）を設置し、３階を限度とした商業

施設を整備する鑑定評価額として、１８５億３２００万円、都市計画公園の区域

変更後、本件事業者提案の宿泊施設を整備する付帯提案評価額として３０億３０

００万円、合計額２１５億６２００万円と記載されている。 

以上のとおり、北街区北側部分の高層化については、区では後日鑑定評価を行

っており、その結果をもとに区議会において議案審査が行われ、新宮下公園等整

備事業に関する基本協定締結及び定期借地権の設定が議決されている。 

よって、請求人が主張する３階建ての商業ビルのみが建てられる前提で評価が

行われ、根拠がなく不自然な鑑定となっているとの主張を認めることはできない。 

第二の要因として、区が行った不動産鑑定の鑑定評価の価格時点（平成２７年

７月１日）から、本件契約が締結される平成２９年６月２２日までの約２年の間

に正面路線価が約２５％上昇している。これだけの顕著な地価の上昇があれば、

定期借地権設定契約の締結に先立って、時点修正を行い適正な賃料での契約締結

を本件事業者に求めるべきであるが、区長は時点修正を行わないまま本件契約に

進んだと主張している。 
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このことは、平成２７年１２月１日に行われた区民環境委員会資料にも、土地

建物価格の高騰その他の経済情勢の変動があった場合は、区及び本件事業者は、

貸付料の改定につき協議を申し入れることができるとしている。また、本件契約

には、本借地契約後、付近の土地建物価格の高騰若しくは低落又はその他の経済

情勢の変動があった場合に限り、甲及び乙は、かかる事由を勘案の上、賃料の改

定につき、相手方に協議を申し入れることができると定めている。 

その意図するところは、基本協定に定められているとおり、本事業は公共性及

び公益性を有することを理解し、区と本件事業者が連携し、本事業を円滑に実施

することである。このような事業目的、さらには３０年以上にわたる長期の事業

用借地権契約であることを踏まえれば、その間の経済情勢の変動等により土地建

物価格に予期しがたい重大な影響が生じた場合に、双方ともに一定の理解を伴っ

たうえで協議を申し入れることができる趣旨と解すことができ、尚且つその行使

は、区長の裁量に委ねられている。 

よって、請求人が主張する正面路線価の約２５％の上昇をもって直ちに土地建

物価格の高騰とみなして、区長が貸付料の改定につき協議を申し入れなければな

らないと判断することはできない。 

 

（２）陳述における新たな主張について 

請求人は陳述において、ア土地代を算定する際に、特に南街区を極めて低額に

見積もっていることは極めて疑問である。明治通りへの接道が弱いというだけで、

４０％も差し引く根拠が不明である。イ都市計画法による基準容積率の制限によ

る減価とは別に、「様々な制限がある」ことによる減価率を南北とも３５％として

いるが、「様々な制限」というだけでなぜ３５％も減価となるのか、具体的根拠が

何ら示されていない。ウ維持管理費についても年間賃料の３２．７％が維持管理

にかかるとされるだけで、その根拠が示されていない。と主張している。 

このことに対し、区からは以下の説明がなされた。 

ア 評価対象となる更地価格については、対象地が建築にあたり都市計画法によ

る様々な規制を受けることから、この規制による増減要因を除いた個別的要因に

よる個別格差率と、都市公園法に基づく規制を受けることによる格差率を分別し

て格差修正を行い、対象地の更地価格（基礎価格）を求めるものである。 

南街区の土地についても、街路条件、交通接近条件、環境条件、行政条件、画

地条件を評価した結果、下表のとおりの格差率、計（積）０．６０となる。 

また、請求人は、「渋谷駅自転車置き場になっているところから出入りできるよ

うになり、商業性では北街区より上回る」と主張しているが、渋谷駅自転車置き

場は、東京都の土地であり道路ではないため、明治通りへの接地が少なく、画地

条件で格差率０．８０となる。なお、北街区は明治通りに接面しているのに対し、

南街区は北側の区道に５０ｍだけ接面しているので、明治通り沿いの商業繁華性

を比べると、商況は劣ることになる。 
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イ 立体都市公園制度を活用し、適正かつ合理的な土地活用を図るためには、「立

体都市公園の設置基準」、「都市計画法との関係」、「公園一体建物制度」等の都市

公園法第２０条～第２６条の制度・規定を遵守しなければならない。 

そのためには、立体都市公園制度に係る空間利用範囲実現の不確実性として、

公園にアクセスするための導線の制限や公園に至る自由通路における公園利用を

前提とした制限等が不明確であったこと、都市計画の変更にかかる不確実性とし

て、南街区と北街区をつなぐ橋梁を拡幅した場合、公園として認められるか等の

不確実性があったこと、公園一体建物制度の適用に際しての管理、運営、建物協

定等の必要性としては、宮下公園が路上生活者に占拠されていた経過から、引き

続く課題として管理、警備等の対応について想定している。 

 

ウ 維持管理費の積算根拠は、下表におけるＢＭ、ＰＭ、テナント募集費用の合

計額８１７，６３３，３８５円を年間総収益２，４９９，８３５，３２０円で除

した率が３２．７％である。 

 

【ＢＭ+ＰＭ+テナント募集費用の内訳】 

ＢＭ 

(Building Ⅿanagement) 

(賃貸面積)20,350 ㎡×3,000 円×

12 月＝732,600,000 円 

ＰＭ 

(Property Ⅿanagement) 

(年額支払賃料)2,631,405,600 円×

3％＝78,942,168 円 

テナント募集費用 (月額支払賃料)219,283,800 円÷36

＝6,091,217 円 

合計 817,633,385 円 

 

賃貸面積、年額支払賃料、月額支払賃料は、不動産鑑定評価書から引用したも

のであり、賃貸面積単価３０００円、年額支払賃料率分３％は、不動産鑑定士所

有の統計資料などによる相場から不動産鑑定士の判断により引用して決定してい
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る。 

 

上記のことから、不動産鑑定評価における判断に不明な点はなく、請求人が主

張するような重大な問題はない。 

 

（３）「監査対象事項（２）」について 

請求人は、区長は故意に低い賃料を設定し、区議会の議決を欠いたまま、宮下

公園敷地を本件事業者に差し出したとしている。 

北街区北側部分の高層化を前提としない鑑定となっていること、鑑定から本件

契約締結直前までの約２年間に地価が大きく上昇していることを、区長は当然に

認識していて、その上で、故意に低い賃料を設定して、区の財産である宮下公園

敷地を差し出した。地方自治法は「適正な対価なくして」譲渡したり貸したりす

るには議会の議決が必要と定めており、本件契約における賃料が「適正な対価」

といえないことは、上述に指摘した諸事実から明白であり、議会の議決を欠いた

本件契約は無効であると主張している。 

地方自治法第９６条第１項第６号、同法第２３７条第２項に規定する「財産を

適正な対価なくして、貸し付けること」は、議会の議決によらなければならない

としている。これは、財産を無償又は低廉な価格で譲渡し、又は貸し付けるとき

は、財政運営上多大の損出を被りかねないからである。 

これまで、請求人の主張に対して、それぞれ判断を行ったが、いずれも地方自

治法に規定する「財産を適正な対価なくして、貸し付けること」には該当しない。 

なお、土木清掃部（当時）は平成２７年１２月１日開催の区民環境委員会にお

いて、以下のように説明している。 

区は、都市計画施設（公園、駐車場）を設置し、３階を限度とした商業施設を

整備するということで、不動産鑑定評価委託を行った結果、１８５億３２００万

円という結果が出た。この鑑定評価の基本的事項や分析を参考とし、本件事業者

提案であるところの宿泊施設について追加の評価を行っており、付帯提案の評価

額として示した額３０億３０００万円を加え２１５億６２００万円が区で算定し

た借地評価額となる。 

本件事業者提案額は提案時における提案内容として、運営期間３０年間、宿泊

施設込みで６億３００万円が年当たりの貸付料とし、工事期間については解体工

事期間や建設期間は、運営期間の年当たり３分の１の額を計上している。これら

を加え、１９２億５６００万円となる。さらに、貸付料の対価として区の施設（公

園、駐車場等）を整備すると４２億６５００万円となり、これらを加えると２３

５億２１００万円となる。 

この結果、区鑑定額よりも本件事業者提案額が上回っていることから、定期借

地権評価額を２３５億２１００万円とし、議会の議決を得ている。この議決は上

述の通り、区として適正な定期借地権評価額を算定した上で、本件事業者との合

意により、これを上回る額を採用し決定したものであることから、請求人の主張
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する故意に低い賃料を設定して、適正な対価無くして区の財産を処分したことに

当たらず、本件契約を無効とすることはできない。 

 

（４）結論 

新宮下公園等整備事業はＰＰＰ事業であり、公共用地における取引であるため、

取引事例地及び公示地等の土地評価額を比較衡量して、適正な土地価格を算定す

る必要がある。 

よって、本件事業者からの提案内容の妥当性の確認に当たり、不動産鑑定評価

に長年の経験を持ち、豊富な実績から区及び隣接区における地価の動向、賃料の

動向等に十分精通していると認められる複数の不動産鑑定士から鑑定を徴し、金

額の高い鑑定結果を採用している。 

このような経過を踏まえ区の算出した鑑定額は、すべてが不動産鑑定士による

金額ではないが、不動産鑑定士の用いた数値等を使用して算定されており、違法、

不当な点はないと認められる。 

また、定期借地権の設定に当たっては、区議会において、区鑑定額と本件事業

者提案額が提示されたうえで、慎重な審査が行われ、本件事業者提案額をもとに

した基本協定の締結が議決されている。 

いずれの点においても、本件契約により区が損害を被った事実は認められない。 

したがって、請求人の主張は採用し得ない。 

 

なお、請求人は本件事業者に対して、区の被った損害を補填するために必要な

措置をとるよう勧告することを求めているが、地方自治法第２４２条の規定によ

り、住民監査請求の対象にはならないことを申し添える。 

 

以上、請求人の主張及び監査対象部の見解を斟酌して、監査委員の判断を示し

たものである。 

 

 

 

 

 

 
本書は、請求人に通知した監査結果に、個人情報の保護等の観点から、一部省略等を行ったものである。 

 




